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ようやく示された OPECの原油安への懸念 

原油価格（WTI期近物）は、8月の人民元切り下げを契機に中国経済の先行き不安

と投資家のリスク回避姿勢が急速に強まったことから下げ足を速め、同月 24 日には

世界的な株安が進む中、一時 1バレル＝37.75 ドルと 2009年 2月以来の安値をつけた

（第 1図）。25日以降は中国の追加金融緩和を受けて WTIは反発し、31日には、①

米国の原油生産量の下方修正、②石油輸出国機構（OPEC）が最近の原油価格下落に

懸念を表明したこと等を受けて、前日比+3.98 ドルの同 49.20 ドルと大幅上昇となっ

た。しかし、翌 9 月 1日は中国の経済指標の鈍さが嫌気され、同 45.41 ドルに急落し

た。その後は同 45ドル挟みの小動きとなっている。 

こうした中、8月 31 日には、従来原油価格の動向について静観する姿勢を取ってい

た OPEC がようやく価格下落への懸念を示し、これを受けて市場では将来的な減産へ

の思惑が出てきている。 

原油価格の低迷が OPEC 各国の財政に与える影響は大きく、今年はサウジアラビア

や UAE で財政収支赤字の拡大、カタールやクウェートでは財政収支黒字の縮小が見

込まれている。各国とも抜本策は限られており、UAE は 8 月から石油燃料補助金を

削減、サウジアラビアは 7～8月に 8年振りの国債発行（計 93億ドル）や外貨準備の

取り崩しで対応している状況である。特にサウジアラビアでは、外貨準備高が原油輸

出収入の減少と相まって 2月以降減少しており、7月末時点で 6,683 億ドル、1月から

の減少額は 657 億ドルとリーマン・ショック後 1 年間の減少額（626 億ドル）を上回

っている（第 2図）。原油価格の低迷が長期化すれば、OPEC 各国はさらなる外貨準

備高の減少や歳出削減を余儀なくされる懸念もある。こうした状況を鑑みると、今後

OPEC 関係者から減産を示唆する発言が出る可能性も考えられ、12 月 4日開催予定の

総会に向けて OPEC の姿勢が引き続き注目を集めることとなろう。 
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第1図：原油価格（WTI期近物）の推移
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第2図：サウジアラビアの外貨準備高と原油価格の推移
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照会先：三菱東京 UFJ 銀行 経済調査室  竹島  慎吾 shingo_takeshima@mufg.jp 

                    篠原 令子 reiko_shinohara@mufg.jp 
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